
 (2) 貸切バス事業者から旅行業者への手数料等の支払状況 

勧告 説明図表番号

【制度の概要】 

ア 国土交通省による新運賃・料金制度等に関する調査 

第3回軽井沢スキーバス事故対策検討委員会において、「手数料」とは、「貸切

バスの各運行を成立させるに必要な一定数の客を集めるための広告宣伝等の費用

であり、貸切バス事業者に代わって客を集めた旅行業者がこれを受け取ってい

る」ものであるとされている。 

私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号）第

2 条第 9項第 5 号では、自己の取引上の地位が相手方に優越していることを利用

して、正常な商慣習に照らして不当に、取引の相手方に不利益となるように取引

の条件を設定することを優越的地位の濫用として禁止している。貸切バス事業者

にとって旅行業者との取引の継続が困難になることが事業経営上大きな支障を来

すため、旅行業者が貸切バス事業者にとって著しく不利益な要請等を行っても、

貸切バス事業者がこれを受け入れざるを得ないような場合は、取引上優越した地

位にあるものと考えられる。このような場合に、旅行業者が優越した地位を利用

して、取引の相手方である貸切バス事業者に対し、十分な協議をせずに、旅行業

者が一方的に、著しく低い対価を強制することなどにより、正常な商慣習に照ら

して不当に不利益を与える場合は、優越的地位の濫用に当たる。 

例えば、優越した地位にある旅行業者が、著しく高い手数料を要求する場合や

手数料を差し引いた運賃が著しく低い場合は、優越的地位の濫用に当たる可能性

がある。 

国土交通省は、平成 27 年 4 月から 5 月まで実施した「貸切バス事業者の輸送

実績・運賃料金の収受状況等調査」及び 28 年 2 月から 3 月まで実施した「旅行

業者と貸切バス事業者の取引事例調査」において、新運賃・料金制度移行後の手

数料等の変化などについて調査しており、主な結果は次のとおりである。 

① 貸切バス事業者の輸送実績・運賃料金の収受状況等調査 

調査した160貸切バス事業者のうち、78事業者が旅行業者から手数料等の引

上げ要請があり、33事業者が要請を受け入れたとしている。 

また、この手数料等の引上げ要請があった事業者のうち、上昇率が最も大き

かったものは1.75倍（10％から17.5％に上昇）であった。 

② 旅行業者と貸切バス事業者の取引事例調査 

回答があった 804 貸切バス事業者のうち、85％（683 事業者）が手数料など

を支払っている。これらのうち、44％（300 事業者）が新運賃・料金制度移行

後に旅行業者から手数料の引上げ要請があり、その57％（171事業者）が要請

を受け入れたとしている。 

また、手数料を支払っている事業者の71％（485事業者）が、手数料を支払

うことなどについて、旅行業者と書面を取り交わしているとしている。 
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  一方、旅行業者については、回答があった 250 旅行業者のうち 24 事業者

（9.6％）が、新運賃・料金制度移行後に手数料を引き上げたとしている。な

お、手数料率は10％から20％までのものが181事業者（72.4％）であった。 

イ 手数料等に関する通報窓口の設置 

第 3 回軽井沢スキーバス事故対策検討委員会において、「旅行業者が求める過

大な手数料や使途不明な金銭取引によって、届出運賃・料金の下限額を実質的に

下回る（安全投資に回すべき収入を減収させる）場合は、道路運送法による運賃

規制の意味が損なわれる」と指摘されている。 

そのため、総合的な対策において、「運賃・料金に関する情報について、通報

窓口を国土交通省に設置する」、「旅行業者と貸切バス事業者の取引関係を適正化

するため、手数料等について、専門家からなる独立性の高い通報対応組織（第三

者委員会）を両業界の共同により設置する」とされ、いずれも平成 28 年 8 月 30

日に設置された。

【調査結果】 

今回、72 貸切バス事業者及び 28 旅行業者について、手数料の実態等を調査した

結果は、以下のとおりである。 

ア 手数料に係る取引関係の実態 

(ｱ) 手数料の支払・収受状況 

平成 28 年 4 月の運行を中心に、貸切バス事業者の運送契約計 793 件を確認

した結果、契約先が旅行業登録をしている旅行業者であると確認できたのは

499 件であり、これらのうち、貸切バス事業者が手数料を支払っていたのは

424件（85.0％）であった。 

なお、契約先が旅行業者以外であると確認できた運送契約は 242 件みられ、

これらのうち、貸切バス事業者が手数料を支払っていたのは 30 件（12.4％）

であった（注）。

（注）調査した793件のうち、52件は運行ごとの手数料が不明なものである。

手数料は運賃・料金に対する比率で定められることが多く、運行ごとの手数

料が把握できた 63 貸切バス事業者の計 454 件の運送契約においては、手数料

率が15％以下であったものが420件（92.5％）と多数を占める一方、40％を超

える高い手数料率となっているものもみられた。 

また、旅行業者について、平成 28 年 4 月の運行を中心に運送契約計 203 件

を確認した結果、26旅行業者の計195件（96.1％）において手数料を収受して

おり、手数料率は、15％以下のものが190 件（97.4％）と多数を占める一方、

30％の高い手数料率となっているものもみられた。 

   なお、貸切バス事業の要素別原価の調査において、旅行業者への手数料を
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含む「その他経費」の原価構成比は、関東運輸局では18.1％であった。 

高い手数料率で引き受けた貸切バス事業者の中には、次のように、旅行業者

から手数料を一方的に要求されたとする事例がみられた。 

① 旅行業者から走行距離及び走行時間に基づかない定額制運賃による運行を

求められたが、運送引受書には新運賃・料金制度に則して計算した金額を記

載し、この差額を「手数料・協賛・協力金等」として偽装して会計処理する

よう指示された。 

② 旅行業者と書面で手数料率を 15％と契約していたにもかかわらず、特約

条項に基づき運行ごとに異なる手数料率が設定され、中には 50％程度の高

い手数料率を求められた運行があった。 

また、調査した平成 28 年 4 月の運送契約以外に、手数料率が高い事例とし

て、旅行業者から運賃・料金の下限額を下回る額を提示され、運送引受書上は

下限額で引き受けたこととして、実際の収受額との差額を手数料と位置付けて

いるものがみられた。 

このような旅行業者からの手数料を受け入れた理由について、貸切バス事業

者は、①提示された手数料を断ると取引関係が維持できなくなるおそれがある

ため、②高い手数料を支払っていても一定の売上げが見込めるためなどとして

いる。 

一方、旅行業者から二重帳簿を作成するなどにより 30％の手数料の負担を

求められたため、運送を引き受けなかったものがみられた。当該貸切バス事業

者は、その理由として、30％の手数料は業界の商慣行に照らして法外なもので

あるためとしている。 

さらに、当省に貸切バス事業者から個別に寄せられた行政相談において、平

成 28 年 11 月以前は旅行業者から下限額を下回る運賃での契約を要求された

上、15％程度の手数料を支払っていたが、運送引受書への運賃・料金の上限・

下限額の記載を義務付けられた28年 11月 1日以降は、運送引受書上は下限額

を上回る運賃額を記載し、実際の収受額との差額を手数料とするよう手数料率

を操作することを求められたという事例がみられた。これらの手数料率は

30％を超えている運行が多数あり、中には50％近いものがみられた。 

(ｲ) 新運賃・料金制度導入後の手数料率の変化 

   新運賃・料金制度が導入されて以降、15 貸切バス事業者において、バス代

金の値上げ等を理由に旅行業者から手数料率の引上げ要求があったとしてい

る。 

   また、貸切バス事業者に対するアンケート調査において、新運賃・料金制

度導入後の手数料の変化について、582 事業者（21.6％）が「以前より高くな

った」と回答している。旅行業者からの手数料引上げ要求の理由として、新
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運賃・料金制度でバス代金が値上げされたためとする意見が多くみられた。 

   しかし、新運賃・料金制度は、利用者の安全性の費用を反映して算出され

たものであり、日本バス協会からの質問に対し、国土交通省が作成した「貸

切バスの新たな運賃料金制度のＱ＆Ａ」においても、「新たな貸切バスの運賃

料金制度の適用と併せて手数料率を引き上げることは、新運賃制度の趣旨か

らすれば反するものと考えている」とされている。 

 (ｳ) 手数料を差し引いた運賃・料金の収受状況 

運行ごとの手数料率が把握できた 63 貸切バス事業者計 454 件の運送契約に

ついて、手数料を差し引いた運賃・料金額が下限額のどの程度の割合となって

いるかを確認した結果、70％未満が27件（5.9％）みられ、これらの中には、

50％未満が6件（1.3％）みられた。 

当該割合が 70％未満となっているものの中には、運送引受書に記載されて

いる手数料を含めた運賃・料金は、下限額を上回っていたものがみられたた

め、運送引受書に記載されている運賃・料金が下限額を上回っていることをも

って、安全運行に回すべき収入を確保できているとは言えないおそれがある。 

(ｴ) 手数料に関する取引書面の取り交わし 

   平成28年11月1日から、総合的な対策に基づき、手数料等に関する取引書

面の取り交わしが義務化され、現行制度では手数料等が書面で確認できるこ

ととなった。 

手数料等に関する取引書面の有無が確認できた381 件のうち、書面を取り交

わしていたのは192件（50.4％）であり、書面の取り交わしを一層推進してい

くことが重要である。 

また、国土交通省による監査等の際には、手数料等に関する取引書面等を活

用して実際に収受した運賃・料金まで確認するとともに、特に高い手数料等が

設定されているものに関しては、安全運行の確保状況について重点的に確認す

ることも重要である。 

イ 総合的な対策に基づく手数料等に関する通報への対応 

(ｱ) 国土交通省の通報窓口 

国土交通省は、平成28年 8月 30日に、貸切バスの運賃・料金に関する通報

窓口をホームページに設置した。この窓口では、貸切バスの運賃・料金及び手

数料等に関する情報について通報を受け付け、通報内容から運賃の下限割れの

可能性があると判断した場合は、貸切バス事業者に対する調査等を実施すると

している。 

また、通報内容が手数料等に関するものの場合は、貸切バス適正化取引推進

委員会（以下「第三者委員会」という。）に情報提供する場合があるとしてい
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る。 

一方、公正取引委員会は、第3回軽井沢スキーバス事故対策検討委員会にお

いて、手数料について次のような考え方を示している。 

① 行政機関が、手数料の適正な料率を定めて公表し、これを順守するよう行

政指導することは、「行政指導に関する独占禁止法上の考え方」（平成 6 年 6

月 30 日公正取引委員会。平成 22 年 1 月 1 日改正）に抵触する可能性があ

る。 

② 旅行業者が貸切バス事業者に手数料を要求する行為が独占禁止法の優越的

地位の濫用に当たるかについては、個別判断を要する。 

国土交通省は、同検討委員会において、「消費者と民間業者ではなく、民間

業者同士の取引であるため、公正取引委員会とも連携を図っていく」とし、第

1 回フォローアップ会議において、通報窓口で受けた通報の通知先として公正

取引委員会を挙げているが、どのような通報を通知するのかなど、具体的な方

法は明らかにされていない。 

   当省が実施した貸切バス事業者に対する調査やアンケート調査において

も、①通報件数が多くなった場合に国土交通省が対応できるのか疑問があ

る、②通報を受けてどのように対応するのか分からないため具体的な方法を

明示してほしいといった意見がみられた。 

 (ｲ) 第三者委員会の通報窓口 

   平成28年8月30日に、日本バス協会、一般社団法人全国旅行業協会及び一

般社団法人日本旅行業協会の共同で、旅行業者と貸切バス事業者の取引関係

を適正化するため、手数料等について専門家から成る独立性の高い通報対応

組織として、第三者委員会が設置されたところである。 

   第三者委員会は、有識者のほか、業界団体である日本バス協会、一般社団

法人全国旅行業協会、一般社団法人日本旅行業協会により構成され、窓口に

寄せられた事案のうちツアーの安全確保に関する重要事項について審議する

とされている。 

   第三者委員会には、平成28年12月31日までの4か月間で20件の通報があ

った。第三者委員会によると、通報者の名前が確認できたものでなければ調

査を行うことはできず、調査する際には運送引受書の控えや運賃の振込証明

書等の証拠を全て提出してもらう必要があるとしており、実際に調査を実施

したものは1件にとどまっている。 

   また、貸切バス事業者からは、契約先の旅行業者の団体である一般社団法

人日本旅行業協会が通報の窓口となっているため、通報自体がしづらくなっ

ているとの意見がみられた。 
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 (ｳ) 公正取引委員会の相談窓口等

   公正取引委員会では、優越的地位の濫用等に関する相談を受け付ける専用

窓口を設置しているほか、問題となるおそれのある行為を行っている事業者

に関する情報の提供（申告）を受け付けている。受け付けた申告について

は、公正取引委員会が優越的地位の濫用に当たるか否かの判断をするとして

いる。 

しかし、国土交通省のホームページの「貸切バスの運賃・料金に関する通報

窓口のご案内」には、通報内容が手数料等に関するものの場合、第三者委員会

に情報提供する場合があると記載されているが、公正取引委員会へ連絡する場

合があることや公正取引委員会に直接申告ができることは記載されていない。 

【所見】 

したがって、国土交通省は、道路運送法による運賃規制の意味が損なわれるこ

とを防止する観点から、次の措置を講ずる必要がある。 

① 過大な手数料を支払ったことにより、実質的に届出運賃の下限額を大幅に下

回り、安全投資に支障が出るおそれがある貸切バス事業者を監査で把握した際

には、当該事業者に対し安全運行の確保状況等について重点的に指導を行うと

ともに、過大な手数料を受け取った契約先の旅行業者についても、国土交通省

自動車局と観光庁が連携した上で、必要な対応を行うこと。 

  また、手数料等に関する取引書面の取り交わし義務化の実施状況を把握し、

必要に応じて更なる周知を行うとともに、貸切バス事業者への監査や旅行業者

への立入検査の際に、過大な手数料がないかを取引書面で確認すること。 

② 国土交通省の通報窓口で受けた手数料等に関する通報について、第三者委員

会及び公正取引委員会と連携した対応方法を具体的に定めること。 

また、第三者委員会の客観性を向上させる方法を検討するとともに、貸切バス

事業者に対し、手数料に関する通報等は公正取引委員会に直接連絡する方法もあ

る旨を周知すること。 
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図表 3-(2)-① 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22 年法律第 54 号）（抜

粋） 

第 2条 （略） 

2～8 （略）  

9 この法律において「不公正な取引方法」とは、次の各号のいずれかに該当する行為をいう。  

一～四 （略） 

五 自己の取引上の地位が相手方に優越していることを利用して、正常な商慣習に照らして不当

に、次のいずれかに該当する行為をすること。 

イ 継続して取引する相手方（新たに継続して取引しようとする相手方を含む。ロにおいて同

じ。）に対して、当該取引に係る商品又は役務以外の商品又は役務を購入させること。 

ロ 継続して取引する相手方に対して、自己のために金銭、役務その他の経済上の利益を提供

させること。 

ハ 取引の相手方からの取引に係る商品の受領を拒み、取引の相手方から取引に係る商品を受

領した後当該商品を当該取引の相手方に引き取らせ、取引の相手方に対して取引の対価の支

払を遅らせ、若しくはその額を減じ、その他取引の相手方に不利益となるように取引の条件

を設定し、若しくは変更し、又は取引を実施すること。 

六 （略） 

（注）下線は当省が付した。 
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図表 3-(2)-② 優越的地位の濫用に関する独占禁止法上の考え方（平成 22 年 11 月 30 日公正取引

委員会）（抜粋） 

第 4 優越的地位の濫用となる行為類型 

3 独占禁止法第 2条第 9項第 5号ハ 

  独占禁止法第 2条第 9項第 5号ハの規定は、次のとおりである。 

ハ 取引の相手方からの取引に係る商品の受領を拒み、取引の相手方から取引に係る商品を受

領した後当該商品を当該取引の相手方に引き取らせ、取引の相手方に対して取引の対価の支

払を遅らせ、若しくはその額を減じ、その他取引の相手方に不利益となるように取引の条件

を設定し、若しくは変更し、又は取引を実施すること。 

この独占禁止法第 2条第 9項第 5号ハには、「受領拒否」、「返品」、「支払遅延」及び「減額」

が優越的地位の濫用につながり得る行為の例示として掲げられているが、それ以外にも、取引

の相手方に不利益を与える様々な行為が含まれる。 

（略） 

(5) その他取引の相手方に不利益となる取引条件の設定等 

ア 取引の対価の一方的決定 

(ｱ) 取引上の地位が相手方に優越している事業者が、取引の相手方に対し、一方的に、著

しく低い対価又は著しく高い対価での取引を要請する場合であって、当該取引の相手方

が、今後の取引に与える影響等を懸念して当該要請を受け入れざるを得ない場合には、

正常な商慣習に照らして不当に不利益を与えることとなり、優越的地位の濫用として問

題となる（注 25）。 

     この判断に当たっては、対価の決定に当たり取引の相手方と十分な協議が行われたか

どうか等の対価の決定方法のほか、他の取引の相手方の対価と比べて差別的であるかど

うか、取引の相手方の仕入価格を下回るものであるかどうか、通常の購入価格又は販売

価格との乖離の状況、取引の対象となる商品又は役務の需給関係等を勘案して総合的に

判断する。 

（注 25）取引の対価の一方的決定は、独占禁止法第 2条第 9項第 5号ハの「取引の相手方に不利益となるよ

うに取引の条件を設定（中略）すること。」に該当する。 
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図表 3-(2)-③ 国土交通省による新運賃・料金制度等に関する調査の概要 

調査名

区分 

貸切バス事業者の輸送実績・ 

運賃料金の収受状況等調査 

旅行業者と貸切バス事業者の 

取引事例調査 

調査期間 平成 27年 4 月下旬から 

5 月下旬まで 

平成 28年 2 月 17 日から 

3 月 14 日まで 

調査目的 新運賃・料金制度移行後 1年が経

過したことを踏まえ、運賃制度に

係る実態を把握し、定量的な検証 

・ 旅行業者と貸切バス事業者と

の取引内容の明確化・実態把握 

・ 効果的な対策の検討に資する

情報の収集 

回答事業者数 160 事業者 貸切バス事業者：804 事業者 

旅行業者   ：250事業者 

主な調査事項 ・輸送実績 

・運賃収受額 

・労務改善・安全投資状況 

・あっせん手数料の状況 

・契約の文書化の実態 

・安全運行に関する取組の実態 

・金銭に係る契約の実態 

（注）国土交通省の資料に基づき、当省が作成した。 

図表 3-(2)-④ 安全・安心な貸切バスの運行を実現するための総合的な対策（平成 28年 6 月 3日

軽井沢スキーバス事故対策検討委員会）（抜粋） 

(4) 旅行業者、利用者等との関係強化 

項目 講ずべき事項 実施の目途 

1. 実質的な下限割れ運賃防止等の取引環境の適正化 

④ 通報窓口の設置  運賃・料金に関する情報について、通報窓口を国土交通省に設

置する。 

平成28年夏ま

で 

⑤ 専門家による手数料等

のチェックや是正指導が

可能となる体制の整備 

 旅行業者と貸切バス事業者の取引関係を適正化するため、手数

料等について、専門家からなる独立性の高い通報対応組織（第三

者委員会）を両業界の共同により設置する。業界団体は、不適切

な取引の自主的な是正を図るほか、法令違反の可能性が高い場合

には行政庁や公正取引委員会へ通知する。 

平成28年夏ま

で 
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図表 3-(2)-⑤ 貸切バス事業者における手数料の支払状況 

（単位：件） 

区分

手数料の有無 

運行ごとの手数料が把握できたもの 運行ごとの手

数料が不明な

もの 

合計 

旅行業者 旅行業者以外 小計 

手数料の支払あり 
424

（85.0％）

30

（12.4％）

454

（61.3％）

36

（69.2％）

490

（61.8％）

手数料の支払なし 
75

（15.0％）

212

（87.6％）

287

（38.7％）

16

（30.8％）

303

（38.2％）

合計 
499

（100％）

242

（100％）

741

（100％）

52

（100％）

793

（100％）

（注）1 当省の調査結果による。 

   2 （ ）内は、構成比である。 

図表 3-(2)-⑥ 貸切バス事業者が旅行業者に支払っている手数料の率 

（単位：件） 

手数料率 運行件数 割合 

15％以下 420 92.5％ 

15％超～40％以下 25 5.5％ 

40％超 4 0.9％ 

定額（1000 円） 5 1.1％ 

合計 454 100％ 

（注）当省の調査結果による。

図表 3-(2)-⑦ 旅行業者が貸切バス事業者から受領している手数料の率 

（単位：件） 

手数料率 運行件数 割合 

15％以下 190 97.4％ 

20％ 4 2.1％ 

30％ 1 0.5％ 

合計 195 100％ 

手数料なし 8 

（注）当省の調査結果による。 
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図表 3-(2)-⑧ 貸切バス事業の要素別原価の調査結果（関東運輸局） 

（注）1 国土交通省の資料（第 3回軽井沢スキーバス事故対策検討委員会）による。 

2 下線は当省が付した。 
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図表 3-(2)-⑨ 高い手数料率を求められた事例 

○ 旅行業者が、走行距離や走行時間に基づかない 1 日 1 台を単位とする定額制運賃による取引

を貸切バス事業者に求めており、取引する事業者を集めた説明会の場で帳票作成ソフトを配布し

た上で、実体上は定額制運賃であるところ、外形上、新運賃・料金制度に準拠するよう、「請求

書」、「手数料・協賛・協力金等支払明細書」を作成するよう指示した。 

監査対象となる運送引受書には新運賃・料金制度に則して計算した金額を記載し、これと定額

制運賃による金額との差額を「手数料・協賛・協力金等」で調整することとした。 

○ 旅行業者と契約書で手数料率を 15％と契約しているにもかかわらず、契約書に「乙（旅行業

者）が甲（貸切バス事業者）と合意した場合、個別取引について別途手数料を特約することがで

きるものとする」としているため、運行ごとに異なる手数料率を求められ、中には 50％程度の高

い手数料率を求められた運行があった。 

○ 旅行業者から希望価格を提示されるが、その金額では運賃・料金の下限額を下回ってしまうた

め、運送引受書には下限額で引き受けたこととし、実際の収受額との差額を手数料と位置付けて

いる。 

○ 業界の商慣行では 15％が上限とされている手数料について、「二重帳簿を作成するなどして、

30％の手数料を負担すれば仕事を回す。他の事業者はこの条件で契約した。」との条件提示を受

けた。 

（注）当省の調査結果による。 

図表 3-(2)-⑩ 貸切バスの新たな運賃料金制度のＱ＆Ａ（国土交通省）（抜粋） 

貸切バスの新たな運賃料金制度の Q＆A 

<<旅行会社との取引について>> 

Ｑ61：旅行会社の手数料に関して法的な縛りはないのか。新たな運賃料金に移行するにあたり、手

数料を上げれば現状の運賃と変わらなくなる。法外な手数料アップについては対策を考えられて

いるか。 

Ａ：手数料については旅行業法上の規定もなく、民民間の契約として、販売手数料、広告宣伝費等

の名目で貸切バス事業者から旅行業者に支払われているものと承知している。新たな貸切バスの

運賃料金制度の適用と併せて手数料率を引き上げることは、新運賃制度の趣旨からすれば反する

ものと考えている。 

（注）下線は当省が付した。 
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図表 3-(2)-⑪ 手数料を差し引いた運賃・料金の収受状況 

（単位：件） 

届出運賃・料金の下限額に対する収受率 運行件数 割合 

50％未満 6 1.3％ 

50％～70％未満 21 4.6％ 

70％～100％未満 291 64.1％ 

100％以上 120 26.4％ 

届出運賃・料金の下限額が不明なもの（注 2） 16 3.5％ 

合計 454 100％ 

（注）1 当省の調査結果による。 

2 運送引受書に走行距離、走行時間等が記載されていなかったものなどである。 

図表 3-(2)-⑫ 安全・安心な貸切バスの運行を実現するための総合的な対策（平成 28年 6 月 3日

軽井沢スキーバス事故対策検討委員会）（抜粋） 

(4) 旅行業者、利用者等との関係強化 

項目 講ずべき事項 実施の目途 

1. 実質的な下限割れ運賃防止等の取引環境の適正化 

③ 手数料等の額（率）に

関する取引書面の取り交

わし 

 運送申込書/引受書の書面取引時に併せて旅行業者と貸切バス

事業者で確認の上、手数料等の額（率）に関する書面を取り交わ

す。 

平成28年夏ま

で 

図表 3-(2)-⑬ 国土交通省による通報窓口及び第三者委員会の通報窓口 

（注）国土交通省の資料による。
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図表 3-(2)-⑭ 行政指導に関する独占禁止法上の考え方（平成 6年 6月 30 日公正取引委員会。平

成 22 年 1月 1 日改正）（抜粋） 

2 行政指導の諸類型と独占禁止法 

法令に具体的な規定がない行政指導に関し、どのような行政指導が独占禁止法との関係において問

題を生じさせるおそれがあるかについての考え方を行政指導の諸類型ごとに具体的に示すと、次のと

おりである。 

(2) 価格に関する行政指導 

   公正かつ自由な競争を維持・促進するためには、商品又は役務の価格設定が事業者の自主

的な判断に委ねられる必要があり、行政機関は、法令に具体的な規定がない価格に関する行

政指導により公正かつ自由な競争が制限され、又は阻害されることのないよう十分留意する

必要がある。例えば、次のような行政指導は、独占禁止法との関係において問題を生じさせ

るおそれがある（独占禁止法第三条、第八条第一号・四号・五号、第一九条）。 

[1] 価格の引上げ又は引下げについて、その額・率（幅）等目安となる具体的な数字を示し

て指導すること。 

 このような行政指導により、事業者が共同して、又は事業者団体が、示された目安まで

価格を引き上げ、又は引き下げることを決定することになるおそれがある。なお、ここで

いう決定とは、明示的に決定し、又は合意することだけをいうのではなく、暗黙の了解又

は共通の意思が形成されることも含まれる（以下同じ。）。 

（注）下線は当省が付した。 

図表 3-(2)-⑮ 国土交通省の通報窓口に関する主な意見 

○ 国土交通省において、通報件数が多くなった場合に対応できるのか疑問がある。業務量の増加

となるのではないか。 

○ 通報を受けてどのように対応するのか分からないため具体的な方法を明示してほしい。 

○ 虚偽の通報をする者が出てくる可能性があり、悪用されるおそれがある。 

○ 国の規制のための役割が更に増えてしまい、安全対策に関する既存の重要な仕事が手薄になっ

てしまうおそれがある。もし設置するのであれば、事業者にとってより身近なバス協会や都道府

県に代行させる方が効率的ではないか。 

○ 通報には証拠が必要なため内部告発によるものしか可能性がない。多くの噂を聞いても証拠が

なければ通報できないため意味がない。 

（注）当省の調査結果による。 
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図表 3-(2)-⑯ 貸切バスツアー適正取引推進委員会運営規則（案）（平成 28 年 8月 30 日）（抜

粋） 

（委員会の構成等） 

第 3条 委員会は有識者のほか（公社）日本バス協会、（一社）全国旅行業協会、（一社）日本旅行

業協会および弁護士、行政関係者などあわせて 10 名以内により構成する。 

（委員会の開催） 

第 5条 委員会は、委員長の指示を受けて事務局が招集し、窓口に寄せられた事案のうちツアーの

安全確保に関する重要事項について審議する。 

（注）下線は当省が付した。 

図表 3-(2)-⑰ 国土交通省による通報窓口及び第三者委員会の通報窓口の実績（平成 28年 8 月

30 日から 12 月 31 日まで） 

（単位：件） 

   区分

通報窓口 

通報件数   

 うち、調査対象が特定可能 

  うち、調査済み  

   うち、行政処分 

国の相談窓口 44 14 3 0 

第三者委員会 20 1 1 0 

（注）1 国土交通省の資料に基づき、当省が作成した。 

   2 国土交通省及び第三者委員会は、調査対象が特定可能なものは全て調査に着手しているとしている。 
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図表 3-(2)-⑱ 「貸切バスの運賃・料金に関する通報窓口のご案内」（国土交通省ホームページ）

（抜粋） 

（注）下線は当省が付した。 
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